
加古川市業務委託等に係る契約に関する事項の公表（一般・指名競争入札）

主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日

管財課 鹿児の庭草刈業務委託 株式会社髙田造園土木 2,640,000 令和8年6月4日

資産税課
令和９年度向け固定資産土地システム評価業務（令和８年度分）
及び令和９基準年度路線価算定業務委託

エアロトヨタ株式会社　神戸支店 19,800,000 令和8年6月19日

農林水産課 志方町（善念）地区用地確定測量等業務委託 株式会社ゆうひ 8,250,000 令和8年6月18日

環境保全課 有害大気汚染物質分析委託（ダイオキシン類） 株式会社日吉 1,078,000 令和8年6月1日

公園緑地課 樹木病害虫防除業務委託Ａ イマヅ庭芸株式会社 別紙「契約単価」 令和8年6月16日

公園緑地課 河川敷緑地芝生管理業務委託 株式会社福谷建設 33,990,000 令和8年6月30日

治水対策課 河川環境整備（河川美化）委託（Ａ地区） 森田園芸 16,720,000 令和8年6月8日

治水対策課 河川環境整備（河川美化）委託（Ｂ地区） 株式会社福谷建設 7,535,000 令和8年6月8日

市街地整備課 志方中央土地区画整理事業に伴う物件調査業務委託
日本工営都市空間株式会社　兵庫
事務所

3,520,000 令和8年6月12日

市街地整備課 篠原町９号線外物件調査業務委託 株式会社信栄補償設計　兵庫支社 4,675,000 令和8年6月18日

市街地整備課 志方地域都市計画図書作成業務委託 昭和株式会社　神戸営業所 5,478,000 令和8年6月26日

教育総務課 令和８年度学校維持管理業務委託（中学校除草業務） 加古川環境整美協会 1,294,700 令和8年6月26日

教育総務課 令和８年度学校維持管理業務委託（中学校植木剪定業務） イマヅ庭芸株式会社 1,352,340 令和8年6月26日

教育総務課 令和８年度学校維持管理業務委託（小学校除草業務） 森田園芸 2,860,000 令和8年6月26日

学務課 給食室等排気孔等洗浄業務委託 有限会社陵和冷熱工業 935,000 令和8年6月18日



主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日

学務課 学校給食用グリストラップに係る産業廃棄物処分業務委託 株式会社リヴァックス 635,250 令和8年6月19日

学務課 水処理施設にかかる汚泥の処分業務委託 株式会社リヴァックス 773,300 令和8年6月19日

学校施設課 加古川小学校外１校アスベスト含有調査業務委託 株式会社兵庫分析センター 1,302,400 令和8年6月12日

学校施設課 平岡南小学校外５校外壁診断業務委託 有限会社吉田建築設計事務所 3,300,000 令和8年6月22日

学校施設課 鳩里小学校外４校外壁診断業務委託 株式会社三木美研舎 2,502,500 令和8年6月25日

学校施設課 小学校（全２６校）建築設備定期点検業務委託 Architect’s Design Office SHO 2,409,000 令和8年6月24日

学校施設課 中学校（全１２校）建築設備定期点検業務委託 有限会社吉田建築設計事務所 1,155,000 令和8年6月25日

学校施設課 幼稚園（全１１園）建築設備定期点検業務委託 Architect’s Design Office SHO 726,000 令和8年6月24日

文化財調査研究センター
令和８年度　日岡山公園再整備事業に伴う埋蔵文化財発掘調査
整理等作業支援業務委託

株式会社アコード　神戸営業所 4.620,000 令和8年6月16日



加古川市業務委託等に係る契約に関する事項の公表（随意契約）

主管課名 名称 契約業者名
契約金額
（単位：円）

契約日 契約の相手方を選定した理由

職員課
令和８年度ストレスチェック業務委
託

株式会社インソース　営業
本部

別紙「契約単価」 令和8年6月30日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　本業務は、令和８年６月１０日に３者で指名競争入札を実施する予定であったが、入札日までに入札に参加するものが１者となったため、中止となった。 
　この業務は、メンタルヘルス不調の防止及び積極的な職場環境改善を目的として行うものである。本市が求める仕様を満たす者のうち、前回の入札にお
いて応札の意思を示していた事業者及び入札では辞退したものの業務を履行できる可能性のある事業者の２者による見積合わせを行う。

資産税課
令和８年度時点修正鑑定業務（令
和９年度向け）委託

公益社団法人兵庫県不動
産鑑定士協会

8,591,616 令和8年6月10日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　業務の元となる土地鑑定業務（令和７年度履行）は、市内の地価公示価格や地価調査価格の算定に携わっている等、当市及び近隣市町の不動産価格
に精通した不動産鑑定士でなければならず、また、算定箇所数及び近隣市町との調整を鑑みると、最低でも６名以上の不動産鑑定士が必要であり、この
条件を満たす業者･団体は公益社団法人兵庫県不動産鑑定士協会のみであることから、同協会と随意契約をしている。
  今回実施する令和９年度向け時点修正鑑定業務は、上記土地鑑定業務(以下、本鑑定)の成果品である鑑定価格に時点修正を加えるものであり、本鑑定
の手法と整合性を保つ必要がある。
  よって、本鑑定の委託業者以外では当該委託業務を遂行することができないため、公益社団法人兵庫県不動産鑑定士協会と随意契約をするものであ
る。

介護保険課
令和7年度税制改正に伴う介護保
険システム改修業務委託

株式会社日立システムズ
関西支社

15,510,000 令和8年6月17日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　株式会社日立製作所が独自に開発したパッケージシステムであり、その開発業務は株式会社日立システムズに移管されていることから、同社以外に当
該開発業務を委託できる業者がいないため。 
　また、本業務については当該システムに関する専門的な知識及び技術が必要となることから、他の事業者では適切かつ確実な改修を行うことができず、
既存のシステムにおける安定使用および品質の確保に支障をきたす恐れがあるため、随意契約とする。

国民健康保険課
令和８年度特定健診未受診者受診
勧奨及び効果検証事業委託

ジェイエムシー株式会社
保健情報部

1,100,000 令和8年6月22日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　本業務は兵庫県と共同で実施する事業であり、勧奨ハガキワイヤーフレーム作成や事業効果検証作業は県が実施し、勧奨通知対象者抽出や通知文の
作成等個別業務を各市町が実施することで、スケールメリットを活かした低単価での事業を実施できることから、兵庫県がプロポーザル方式で選定した事
業者と随意契約を行う。

公園緑地課
日岡山公園再整備ＤＢ事業に係る
工事費積算業務委託（土木）

公益財団法人兵庫県まち
づくり技術センター

2,211,000 令和8年6月11日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　当該業務は、事業者の工事費用に対して、金額の妥当性を検証するため、公共積算を行う業務であるが、この業務を行うには県が定めた未公開の図書
である積算単価表を用いる必要があり、また積算した結果である工事費も当然公開してはならないものであるため、当該業務を民間に委託することは秘密
保持の観点からできない。 
　　公益財団法人兵庫県まちづくり技術センターは、積算単価表を用いることができる唯一の団体であるため、同者と随意契約を行う。

消防本部総務課
はしご付消防自動車分解整備業務
委託（東署）

株式会社モリタテクノス　関
西営業所

45,271,600 令和8年6月8日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　東消防署に配置しているはしご付消防自動車は、株式会社モリタが製造したものであり、株式会社モリタが独自に開発した機能を取り入れた構造となって
いる。
　特にはしご伸縮装置等については、株式会社モリタの特許が多く含まれ、使用部品の多くが自社開発製品であることから、他社の関係部品との互換性が
なく、これらの整備に関する知識や技術は製造会社独自のものである。
　これらのことから、製造会社以外で分解整備を実施することが困難なため、製造会社である株式会社モリタの車両保守及び整備部門を受け持つ株式会
社モリタテクノスとの随意契約を行う。

学務課
水処理施設の洗浄及び汚泥の収集
運搬業務委託

播磨環境管理センター株
式会社　加古川支店

677,600 令和8年6月19日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号） 
　収集運搬業務は、前述のとおり廃棄物処理法に基づき産業廃棄物の処分とは別に委託する必要があるが、本業務と処分業務をそれぞれで入札を行う場
合、処分業者が収集運搬業者を受け入れできないケースがあることから、本業務は地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の「その性質又は目的が競
争入札に適しないもの」に該当し、入札で決定した処分業務事業者から提携業者として指定された、本業務の履行が見込める業者と１者随意契約を行う。

学務課
学校給食用グリストラップ清掃及び
産業廃棄物収集運搬業務委託

播磨環境管理センター株
式会社　加古川支店

1,293,600 令和8年6月19日

（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）
　収集運搬業務は、廃棄物処理法に基づき産業廃棄物の処分とは別に委託する必要があるが、本業務と処分業務をそれぞれで入札を行う場合、処分業
者が収集運搬業者を受け入れできないケースがあることから、本業務は地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の「その性質又は目的が競争入札に適
しないもの」に該当し、入札で決定した処分業務事業者から提携業者として指定された、本業務の履行が見込める業者と１者随意契約を行う。



主管課名 委託名 契約単価（税抜）  　　（単位：円）

職員課 令和８年度ストレスチェック業務委託 380円／人

公園緑地課 樹木病害虫防除業務委託Ａ 薬剤散布（ビラ掲示回収・配布、薬剤混合及び移動等を含む）１１５円／Ｌ

別紙「契約単価」


